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第５章 公共施設再配置の取組み 
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第１節 公共施設更新問題について 

高度経済成長から続いた日本の経済成長は、都市化の急激な進展をもたらしました。

特に人口の急増した都市部では、学校をはじめ、道路や橋、上下水道などの公共施設

が一斉に整備されました。 

今、これらの公共施設の多くは、築 30 年以上を経過しましたが、今後一斉に老朽

化し、またその後には更新する時期を迎えます。しかし、これと並行するように、住

民の高齢化と人口減少が進み、国はもとより地方の財政状況も厳しいものになってい

きます。 

このような状態の中では、現在の公共施設のすべてに潤沢な予算を割くことは困難

となり、今までどおりの管理運営を続けていると、結果として、公共施設の荒廃や事

故を招くことになります。また、それどころか、学校をはじめとする真に必要性の高

い公共施設まで維持できなくなる恐れもあります。 

これが「公共施設の更新問題(老朽化問題)」と呼ばれる問題ですが、秦野市を例に

とって、なぜこの問題がおこるのかを説明してみることとします。 

 

１ 人口減少と高齢化社会の進展 

下のグラフに表したとおり、秦野市の人口は、昭和 40 年代(1965 年代)から 50

年代(1975 年代)にかけて、東京や横浜のベッドタウンとして、また、工業団地へ

の工場の進出により大きく増加しました。そして、これに合わせるように学校を中

心とした多くの公共施設の整備を行ってきましたが、現在、公共施設である建物

(以下「ハコモノ」といいます。)の総面積は、約 32万㎡に達しています。 

 
しかし、今後は、秦野市でも人口減少と高齢化が進むことは例外ではありませ

ん。令和 16 年(2034 年)には、総人口は 1.1 万人減少し、およそ 14.8 万人となり

ます。中でも、主な納税者となる生産年齢人口(15 歳以上 65 歳未満)は、現在のお

よそ 9.3万人から 8.4万人へと約 1万人も減少します。 

この生産年齢人口 8.4 万人というのは、過去にさかのぼってみると、昭和 56 年

(1981 年)の数字とほぼ同じになります。また、このころ秦野市が持っていたハコ
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モノの面積は、現在のおよそ 2分の 1の約 17.3万㎡でした。 

さらに、生産年齢人口と高齢者人口の比も比較してみることにします。昭和 56

年(1981年)は、生産年齢人口 11人で 1人の高齢者を支えていました。しかし、令

和 16年(2034年)には、生産年齢人口は同じでも、およそ 1.6人で 1人の高齢者を

支えなければならなくなります。単純計算では、生産年齢人口一人当たりの負担は、

6.9 倍になります。このような状況の中、昭和 56 年(1981 年)のおよそ 2 倍に達し

ているハコモノを維持することは、秦野市の行財政運営にとって、大変な重荷とな

っていきます。 

 

２ 建築時期の集中 

人口増加に合わせるようにハコモノを建設してきたことは、前述したとおりで

すが、各年度にどういったハコモノをどれくらい建ててきたかを下図に表しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

昭和 50 年代(1975 年代)の 10 年間に、現在のハコモノの 5 割弱が出来上がって

いることが分かります。中でもピークの昭和 55 年(1980 年)には、現在持っている

ハコモノの 1割強が出来上がっています。この建築時期の集中が「公共施設の更新

問題」をより深刻なものとするのです。 

では、急激な人口増加がなかったところでは、このように建築時期の集中は見

られないのでしょうか。答えは否です。このころは、高度経済成長から続く経済成

長の波に乗り、日本全国で景気が拡大し、地方自治体の財政事情も良好でした。し

たがって、急激な人口増加はなくても、日本全国の自治体で秦野市と同じころに、

またもっと早い時期に建築時期の集中があるのです。 

このことから、「公共施設の更新問題」は、一部の都市部の自治体の問題では

現在のハコモノの約 47％、16 万㎡以上がしゅん工 
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なく、日本全国の問題であることがわかります。中には、バブル崩壊後の経済対策

による集中的整備の山、平成の大合併後の合併特例債による整備の山が現れる自治

体もあります。これらの自治体は、更新問題が 10年から 20年おきに数回起こる恐

れもあります。 

公共施設白書の作成などにより、できるだけ早く自分たちのまちの状況を知り、

対策を練る必要があります。 

 

３ 老朽化の進展 

一斉に作ったハコモノは、一斉に老朽化します。平成 20 年度(2008 年度)末現在

では、秦野市のハコモノの中で、築 30 年以上を迎えているものはおよそ 3 分の 1

でした。 

しかし、前述のように集中して整備を行った結果、令和 3 年度(2021 年度)末に

は、新たに 4 割近くの建物が築 30 年以上となり、合わせて 7 割を超える建物が築

30年以上となっています。 

ハコモノの多くは、25 年から 30 年程度を経過すると、いわゆるリフォームのよ

うな規模の大きな内部改修工事が必要になります。そうしなければ、耐用年数であ

る 50年から 60年の間、良好な状態で使い続けることが難しくなるのです。 

したがって、一斉に建替えの時期を迎える前に、まず、改修工事に多くの予算

が必要となる時期を迎えることになります。全国には、すでに多くの建物が築 30

年以上となっている自治体があります。特にオリンピックや万博で急激に都市化し

た東京都や大阪府の自治体に多く見られますが、リーマンショック後の財政状況の

悪化により、建物に手をかけるべき時期に手をかけられず、小・中学校まで良好な

状態で保てなくなっている自治体もあると聞きます。 

人口急増期に秦野市に転入した方の多くは、団塊の世代以上の方です。今後一

斉に高齢化していき、医療や介護をはじめ、いろいろなことに予算をかける必要が

あります。そして、同時に増えたハコモノも、同じように歳をとり、多くの予算が

必要となるのです。 
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４ 既に始まっている高齢化社会 

ここまで、これから先に起こることを説明してきました。しかし、高齢化社会

はすでに始まっています。医療と介護の面から見てみます。 

下のグラフは、本市の国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会

計、介護保険事業特別会計の事業費と一般会計からの繰入金の推移を表したもので、

国民健康保険事業特別会計を除き、事業費が増え続けています。介護保険事業特別

会計は、一般会計から繰入する割合が決まっていますが、これらの会計は、本来保

険料収入で賄う会計であるべきです。 

しかし、保険料収入では賄うことができずに赤字になるので、一般会計からの

繰入金により、その赤字を補填しています。 

これは本市に限ったことではありませんが、税金により赤字を補填しなければ

三会計は維持できないどころか、その金額は年々増加傾向にあります。 

今後も高齢者は増加して増えていきます。保険料の大幅な値上げは難しく、国

民健康保険事業特別会計は赤字を解消していく予定ですが、残るふたつの会計に対

する補填は増えることが予想されます。 

また、少子化が続くことにより、子育て支援策の充実が求められています。こ

のことは、生産年齢人口が減る中で、女性の労働力が大事な役割を担っていくこと

からも重要な意味を持ちます。 

子育て支援を含む福祉全体に要する経費を扶助費といいますが、この扶助費と
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(億円)(億円) 【後高医療特別会計の歳出決算の推移】

総額 一般会計からの繰入
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(億円)(億円) 【介護保険特別会計の歳出決算の推移】

総額 一般会計からの繰入
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(億円) 【2060年までの建築費用】

40年間の総事業費
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0

5

10

15

20

25

30

35

20
21

20
23

20
25

20
27

20
29

20
31

20
33

20
35

20
37

20
39

20
41

20
43

20
45

20
47

20
49

20
51

20
53

20
55

20
57

20
59

(億円) 【起債償還額】

小中学校 その他の施設

40年間の起債償還額 640億円

※未償還分及び更新初年度の一

般財源負担を含む

投資的経費の関係の推移を表したものが次のグラフです。こちらも本市に限った問

題ではありませんが、扶助費は、平成 12 年度(2000 年度)からの 10 年間で 2.2 倍

に、15 年間で 2.6 倍に、令和 3年度(2021 年度)には 3.8倍に増えました。扶助費

が増え続けても、これに充てる財源も同時に増えていれば、問題ではありません。

しかし、財源を増やすことは難しく、何かの歳出を削って充てる必要があります。

そのターゲットとなったのは、行政改革の取組みにより生み出した人件費等に加え、

投資的経費です。 

投資的経費を構成するのは、主には建設事業費、すなわち、公共施設の維持や

更新に充てる経費です。近年では、国庫補助金の活用や起債の増額により、事業費

を増やせていますが、公共施設再配置計画第 1期基本計画がスタートする前年の平

成 22 年(2010 年)には、平成 27 年度(2015 年度)予算の半額しか充てることはでき

ませんでした。 

こうした状況の中で、今後も医療や介護に充てる税金の額や扶助費は、増加し

ていくことが確実視されています。現状のままの公共施設のあり方では、今後の一

斉改修や一斉更新に対応していくことはできません。 

 

５ 財政負担の試算 

公共施設は、市民生活にとって大切な役割を果たしています。そうであるから

こそ、税金を使って造ってきたのです。できれば、減らしたくはありません。 

では、今秦野市にあるハコモノを、全て建替えようとすると、財政にどのよう

な影響を与えるのかを試算してみます。 

小・中学校は、建設当時よりも子供の数が減ったので、縮小します。そしてそれ

以外の施設を全て今と同じように建替えると、どれくらいの事業費が必要になるか

を表したものが次のグラフです。5 年ごとにおよそ 50 億円から 200 億円以上の事

業費が必要になり、総額は、900 億円に達します。中でも、ピークになる令和 18

年(2036 年)からの 10 年間

は、年平均 38 億円の事業

費が必要になります。これ

は、現在の秦野市の一般会

計予算の 1割弱に当たり、

そうした予算編成を 10 年

にわたり続けていくことは、

まず不可能です。 

しかし、前述したように、

「過去にも集中して整備で

きたではないか。借金をす

れば大丈夫ではないか。」

という意見もあります。確
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(億円) 【2060年までの建築費用と維持補修費用】

維持補修費 建築費
40年間の総費用

建築費用：900億円
維持補修費用：247億円

合計：1,147億円

かに、小・中学校には一部国の負担があります。残る市の負担とそれ以外の施設の

建て替え費用について、今までと同じように大半を借金で賄うことにして計算して

みることにします。 

結果は、右のグラフに表したとおりです。この先 40 年間における借金の償還額

は、640 億円に達します。この金額が、今持っている市の借金の償還に加えてあら

たに必要になると仮定すると、市債の残高は最高で 2.8倍、年間の償還額は最高で

1.5 倍に達します。また、現在の財政状況から、支払いに充てることができる費用

は、令和 3 年度(2021 年度)における一人当たりの起債償還見込み額がそのまま維

持できると仮定すると、40 年間で 235 億円と試算され、支払額に対する不足額は

405億円にもなります。 

さらに、前ページのグラフで示した 2060 年までの建築費用に、公共施設保全計

画で見込む維持補修

費を追加したものが

次のグラフです。こ

こで追加した維持補

修費は、主要な部

位・設備のみですが、

それでも 40 年間で

247 億円が必要とさ

れ、建築費用との合

計額は 1,147億円に

もなります。 

このような状況で無理に起債を重ねれば、生産年齢人口の減少に合わせ、標準

税収が 40 パーセント減少すると仮定すると、本市の財政は破たんする恐れがある

とみなされ、起債が制限される起債許可団体となり、自由な財政運営ができなくな

る可能性があります。 

過去に起債許可団体となった自治体を見ると、公共施設の建替えはもちろん、

大規模改修すらできなくなりました。ハコモノを無理に維持し続けようとすれば、

逆に公共施設サービスが低下することはもちろんのこと、他の市民サービスにまで、

大きな影響を与えることになりかねないのです。 

 

６ もう一つの根深い問題 

公共施設は、何もハコモノだけではありません。道路や橋、上下水道施設、ご

み焼却場など、これらもすべて公共施設であり、ハコモノと同様に高度経済成長や

都市化の進展、人口の増加などにより、一斉に整備されています。しかがって、こ

れらの公共施設にも更新問題が起きるのです。 
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(億円)(m) 【道路延長と道路橋りょう費の推移】

総延長

道路橋りょう費(決算額)

秦野市の道路を例

に取ってみましょう. 

。秦野市の道路延長

は、人口が 10 万人

を超えた翌年の昭和

52 年(1977 年)には、

およそ 39 万ｍでし

たが、右のグラフに

も表したとおり、現

在はその 1.5倍以上の 64万ｍに達しています。 

では、増えれば増るだけ、維持するために必要な費用も増やすことができてい

るのでしょうか。グラフを見ても分かるとおり、道路や橋の維持のためにかけられ

る費用は、近年の財政状況の悪化を受け、逆に減少しています。増え続ける資産を

減り続ける投資で賄おうとしているのです。 

このような状態では、将来にわたって、道路や橋を良好な状態で維持していく

ことは不可能といってもよいでしょう。アスファルト舗装は、耐用年数が長いわけ

ではありません。ましてや、交通量の多いところは、もっと早く舗装を替えなけれ

ば、安全な通行ができなくなります。そうなれば、舗装替えができない道路が出て

くることになります。 

決して道路の管理をおろそかにしているのではありません。前述したとおり、

福祉関係にかける扶助費をはじめ、他に優先して充てなければならない費用がたく

さんあるためです。しかし、道路や橋、上下水道施設などの公共施設も、今後、ハ

コモノと同様に維持や更新に費用がかかる時代に突入します。秦野市が管理する道

路は、有料道路ではありません。ハコモノと同様に一般会計の中で対応していかな

ければなりません。 

平成 26 年(2014 年)4 月、総務省からすべての地方公共団体に対して、道路や橋、

上・下水道といった「インフラ」を含むすべての公共施設等について、全体の状況

把握と長期の見通しの分析を行ったうえで、総合的かつ計画的な管理の推進のため

の基本的な考え方を定める「公共施設等総合管理計画」を、平成 28 年度(2016 年

度)末までに策定することが要請されました。 

総務省では、次の図に示すとおり、この計画が各地方公共団体における個別計

画の取りまとめ役となることをイメージしており、総合的な「方針」の位置づけと

なっています。秦野市を含め、各地方公共団体においては、個別の計画等を作り、

またそれを実行していくことの取組みが、今後重要なものとなります。 
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また、この公共施設等総合管理計画では、公共施設等の更新に係る費用を算出

し、現在の投資額との比較を行っています。その結果は、次表にも示したとおり、

公共施設再配置計画で更新費用の不足分を補うハコモノを除いても、年平均で約

25 億円の財源が不足することとなりました。まずは、台帳の整備により現状の把

握を行うとともに、財源の調達や維持管理の方法など、前例に頼らない抜本的な見

直しも検討していくことが必要となります。 

 

 

７ 現実になりつつある更新問題 

下の表は、近年起きた公共施設の老朽化が一因といえる事故です。 

年月日 事故の内容 備    考 

2011.3.11  東京九段会館天井崩落  築 77年・震度 5強・死者 2名  

2011.3.11  茨城県鹿行大橋落橋  橋齢 43年・震度 6・死者 1名  

2012.12.3  中央道笹子トンネル天井崩落 築 35 年・地震の影響ではない・死者

9名  

2018.8.14 モランディ橋崩落（イタリア) 橋齢 51 年・地震の影響ではない・死

者 43名 

2021.10.3 和歌山県水管橋崩落 橋齢 47 年・地震の影響ではない・6 万世

帯断水 

インフラ長寿命化
基本計画

国 インフラ長寿命化計画 個別施設計画

地方
公共施設等

総合管理計画
個別施設計画

公共施設再配置 計
画

公共施設保全計画

橋りょう長寿命化 計
画

はだの上下水道ビジョ
ン

秦野市みどりの基本
計画

年平均

道   路 454.0億円 11.4億円

40年間 40年間 橋りょう 110.6億円 2.8億円

1,356.0億円 2,361.8億円 上水道 550.5億円 13.8億円

過去5年平均 年平均 下水道 1,246.7億円 31.2億円

33.9億円 59.0億円

＜

充当可能経費
（推計）

将来費用
内訳

 

秦野市の取組 
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上の二つの事故は、地震が発生を早めたと言えるかもしれませんが、老朽化が

そのまま放置されていれば、いずれは起きた事故と考えられます。しかし、下の三

つの事故は、地震の影響を受けてはいません。老朽化を見逃したことによる事故で

あると考えられます。更新(老朽化)問題が現実のものとなりつつあるのです。 

ハコモノも道路も、大切な公共施設です。しかし、万が一の場合、より市民の

生命に直結する事故となる可能性が高いのはどちらでしょうか。道路の中には、橋

やトンネルも含まれますが、秦野市にも、165 か所(2,963ｍ)の橋と 1 か所(84ｍ)

のトンネルがあります。橋りょう長寿命化修繕計画を作成し、老朽化対策を行って

いくところですが、万が一、これらが老朽化により崩落し、そこを通行している人

がいたらどうなるでしょうか。 

また、ハコモノは、統廃合や複合化など、工夫を重ねることにより、総量を減

らしても機能を維持できる余地があります。これに比べて、道路はどうでしょうか。 

道路を廃止すれば、そこに接していた土地は利用できなくなります。二つの橋

を一つにする、二つのトンネルを一つにするというのは、近い場所ならできるかも

しれませんが、現実的には、非常に難しいことです。これらのことは、道路に関し

ては、今後も量は減らない、すなわち更新費用縮減の余地が大きくないということ

を意味します。 

したがって、今以上に道路や橋の更新費用に予算を割くこととなれば、義務教

育などの真に必要性の高いハコモノ以外に予算を割く余裕は、なくなっていくかも

しれません。 

 

８ まとめ 

以上、公共施設の更新問題について、秦野市を例にして解説しましたが、これ

らのことをまとめると、次の 3つのことがいえるのではないでしょうか。 

 

９ 秦野市の公共施設更新問題への対応 

秦野市は、前述してきた公共施設の更新問題に対応するため、平成 20 年(2008

年)4 月に特命の専任組織である「公共施設再配置計画担当」(当時。現・行政経営

課公共施設マネジメント担当)を設置し、「公共施設の再配置」に着手することと

しました。 

① 現在のハコモノをすべて維持することは不可能です。

② 秦野市が放漫経営をしてきたなど、特殊事情にあるからではありません。

日本全国で同じことが起こります。公共施設の更新問題は、日本の構造的問

題・社会問題です。

③ 現在の市民の便利さや豊かさばかり求めることは、子や孫の世代に大きな負
担を負わせることになります。
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組織の設置以来、現在までの主な取組みは、次表のとおりです。なお、方針と

計画の内容については、次節で述べることとします。 

【公共施設の再配置に関する取組みの経過】 

年度 月 主な取組み 

H20 

(2008) 
4月 

 企画総務部公共施設再配置計画担当(特命組織)を設置 

 公共施設状況調査に着手 
H21 

(2009) 

10月  ｢公共施設白書(本編及び施設別解説編)｣を作成し、公表 

12月  ｢公共施設再配置計画(仮称)検討委員会｣を設置 

H22 

(2010) 

6月 
 委員会が｢秦野市の公共施設再配置に関する方針案に対する提言”ハコ

に頼らない新しい公共サービスを！”」提出 

10月 
 ｢公共施設の再配置に関する方針“未来につなぐ市民力と職員力のたす

き”｣を決定 
3月  ｢公共施設再配置計画｣策定 

H23 

(2011) 

4月  政策部公共施設再配置推進課を設置 

6月  ｢公共施設再配置計画推進会議｣を庁内に設置 

H24 

(2012) 

4月 
 シンボル事業④の一つ｢公民連携によるサービス充実｣(知的障害者用福

祉施設の民営化)完了 

10月 
 シンボル事業②｢公共的機関のネットワーク活用｣(保健福祉センターへ

の郵便局誘致と証明書交付業務の開始)完了 

3月 

 シンボル事業①「義務教育施設と地域施設の複合化」(西中学校等複合

施設整備運営事業)に係る民間活力導入可能性調査完了 

 生涯学習施設「なでしこ会館」廃止 

H25 

(2013) 

5月  「公共施設白書(平成 24年度改訂版)」を作成し、公表 

9月  ひばりが丘児童館廃止 

2月  シンボル事業①に係る公民連携課題解決型対話を実施 

H26 

(2014) 

10月  シンボル事業①に係る基本方針を公表 

11月  「公共施設の利用者負担の適正化に関する方針」を策定 

1月  シンボル事業①に係る公募プロポーザルの募集要項を公表 

2月 
 シンボル事業①に係る公募プロポーザルへの参加表明受付け 

 スマートライブラリー(図書無人貸出サービス)実証実験を開始 

3月  生涯学習施設「曽屋ふれあい会館」廃止 

H27 

(2015) 

5月 

 「公共施設白書（平成 26年度改訂版）」を作成し、公表 

 シンボル事業①「義務教育施設と地域施設の複合化」事業提案受け付け

【中止】 

7月  子どもの共用利用無料化実証実験 

2月  小規模地域施設の無償譲渡等に関する要綱制定 

3月  後期実行プラン策定完了 

H28 

(2016) 
4月 

 後期実行プランスタート 

 「公共施設マネジメント課」に組織変更し、公共施設等総合管理計画を

所管 

 シンボル事業③老人いこいの家すずはり荘を自治会へ無償譲渡 

H29 

(2017) 

7月  「公共施設白書（平成 28年度改訂版）」を作成し、公表 

9月  シンボル事業③沼代児童館を自治会へ無償譲渡 
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年度 月 主な取組み 

10月 

 公共施設使用料の改定 

 平成 28(2016)年 4月から試行していた「公共施設の夜間の定期的企業使

用」を制度化 

 「はだのっ子応援券」開始 
12月 

 はだのこども館学習室にスマートライブラリー実証実験で使用した図書

無人貸出機器を移設 

H30 

(2018) 

4月  課内に「公共施設保全計画」担当を新設 

7月 
 開放型自治会館建設のため、千村児童館を廃止し、土地を自治会へ返却

（児童館機能は開放型自治会館で継続予定） 

H31・R1 

(2019) 

3月  「公共施設白書（平成 30（2018）年度改訂版）」を作成し、公表 

4月 

 組織変更により「行政経営課」に統合、「公共施設保全計画担当」は新

設の「公共建築課」に移管 

 みなみがおか幼稚園が公私連携幼保連携型認定こども園に移行 

R2 

(2020) 

10月 

 スポーツ施設に係るサウンディング型市場調査を実施 

 公共施設再配置計画第 2 期基本計画策定のため、市内 12 か所で「公共

施設フォーラム 2020」を開催し、市民意見を聴取 

11月  文化会館に係るサウンディング型市場調査を実施 

R3 

(2021) 

1月 表丹沢野外活動センターに係るサウンディング型市場調査を実施 

5月 公共施設再配置計画第 2期基本計画を策定 

 10月 「公共施設白書（令和 2（2020）年度改訂版）」を作成し、公表 

R4 

(2022) 

3月  前期実行プラン策定完了 

4月 
 カルチャーパーク、文化会館、おおね公園、はだの丹沢クライミングパ

ークにおいて、指定管理者による管理・運営を開始 

R5 

（2023） 
3月  公共施設等総合管理計画の改定 

第２節 公共施設の再配置に関する方針と計画の概要 

１ 「公共施設の更新問題」の共有化 

  秦野市が定めた「公共施設の再配置に関する方針」では、秦野市の人口が急増し

た昭和40年代(1965年代)から50年代(1975年代)に建設されたハコモノの多くが今後

一斉に老朽化し、一斉に更新の時期を迎えること、そして、その更新のピークとな

る平成48年(令和18年・2036年)以降は、生産年齢人口の減少により、財源不足が生

じることを問題提起しました。 

これは、前述のとおり「公共施設の更新問題」といわれていますが、これまで市

民にあまり知られることがなかったコストに関する情報を含めた公共施設の現状を

白書などによって公表し、この問題への取組みにつなげようとする動きは、近年急

速に広がりを見せてきました。また、平成26年(2014年)4月に総務省から公共施設等

総合管理計画の策定要請があったこと等により、その動きはさらに加速されました。 

 

２ 公共施設の再配置に関する方針 

公共施設再配置計画第1期基本計画における「公共施設の再配置に関する方針」
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では、将来にわたり必要性の高い施設サービスを持続可能なものとするために、4

つの方針を定めましたが、方針を定めるにあたっての基本的考えは、次のとおりで

す。 

【方針の基本的考え方（第1期基本計画）】 

 

  前図に示すとおり、まず、現在、ハコモノの管理運営に充てている一般財源48億

円/年(当時)が今後も使い続けられると仮定します。すべてのハコモノを建て替え

ると、346億円の起債償還財源が不足すると見込んでいるので、ハコモノの面積を

減らすことによって不要になる管理運営費をその不足に充てることにします。すな

わち、減らしたハコモノにかかっていた管理運営費用と不足する更新費用が同額と

なるところまで、面積を減らすことにするのです。 

したがって、再配置の方針では、計画を進めながら、大切なハコモノを更新して

いくための費用を生み出していきます。これは、今後、扶助費やインフラの維持・

更新の費用の増大していくことを考えれば、ハコモノに充てる費用を今以上に増や

すことは難しくなり、それどころか、本当に大切なハコモノであっても、そこに充

てる費用が減り、結果として維持できなくなることを防ぐためです。 

この考え方に基づき定めた方針では、まず、一番目として、次の図のとおり4つ

の基本方針を掲げています。 

更新なし
72,400㎡

2051年以降
建替え施設
63,000㎡

2050年までに建替時期を迎える施設

231,200㎡

40年間の建設費等必要額(起債償還額等)
346億円

2050年までに
更新する施設
158,800㎡

2051年以降
建替え施設
63,000㎡

40年間の管理運営費用
48億円×40年間＝1920億円

総額
1920億円

＋
346億円

2266億円

総額
1661億円

＋
258億円

1919億円

1920億円
40年間の建設費等必要額(起債償還額等)

346億円－88億円＝258億円

259億円

88億円

40年間の管理運営費用
1920億円－259億円＝1661億円

点線の太枠内の金額を
同じにする

不要

更新

費用へ

不足
税収減によりさらに

126億円不足の恐れ
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• 義務教育・子育て支援・行政事務スペース最優先

• 図書館、総合体育館、文化会館、公民館、カルチャーパー
ク、保健福祉センター、おおね公園に係る機能

優先

• 上記以外その他

① 原則として、新規の公共施設（ハコモノ）は建設しない。建設する
場合は、更新予定施設の更新を同面積（コスト）だけ取りやめる。

② 現在ある公共施設（ハコモノ）の更新は、できる限り機能を維持す
る方策を講じながら、優先順位を付けたうえで大幅に圧縮する。

③ 優先度の低い公共施設（ハコモノ）は、すべて統廃合の対象とし、
跡地は賃貸、売却によって、優先する施設整備のために充てる。

④ 公共施設（ハコモノ）は、一元的なマネジメントを行う。

この基本方針は、令和3年(2021年)5月に策定した公共施設再配置計画第2期基本

計画にそのまま引き継いでいます。 

次に方針の2番目は、次の図に示す施設の機能維持の優先度です。最優先とする

のは、自治体運営上最重要な機能だけとしました。なお、この優先順位は、ハコモ

ノの維持を優先するという意味ではありません。優先的に機能維持を考えるという

意味です。 

第2期基本計画では、公共施設白書の改定に合わせて実施してきた市民アンケー

ト調査の結果などから、第1期基本計画で未定だった優先の機能を具体的に定めて

います。 

そして、方針の3番目は、次表に示す数値目標です。 

第1期基本計画では、前述の基本的考え方に基づき計算した結果、最終的には、

2050年までの40年間に31.3パーセントのハコモノを減らす必要があるとの結果を得

ましたので、次表のとおり、それを数値目標として掲げていました。最初の10年で

削減する面積は、40年間で更新時期を迎える施設のわずか0.6パーセントとなりま

す。これだけの余裕を持てるのは、秦野市は、事態が深刻化する前に更新問題に取

り組むがゆえに可能になることです。 
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【数値目標（第1期基本計画）】 

  
2011-20 2021-30 2031-40 2041-50 合計 

学 校 
面積 △900㎡ 1,400㎡ 15,200㎡ 26,500㎡ 42,200㎡ 

割合 △0.5％ 0.9％ 9.4％ 16.5％ 26.2％ 

その他 
面積 2,200㎡ 5,100㎡ 13,300㎡ 9,600㎡ 30,200㎡ 

割合 3.2％ 7.3％ 19.0％ 13.7％ 43.2％ 

合 計 
面積 1,300㎡ 6,500㎡ 28,500㎡ 36,100㎡ 72,400㎡ 

割合 0.6％ 2.8％ 12.3％ 15.6％ 31.3％ 

2020年までの第1期基本計画における合計面積の削減は1,204㎡でした。見込み

を上回る面積増加によって、数値目標の1,300㎡にはわずかに及ばない結果となっ

ています。 

 

第2期基本計画では、数値目標に関する基本的な考え方を引き継ぎながら、期間

を2021年から2060年までの40年間に変更したほか、施設の更新時期を公共施設保全

計画における構造体の耐用年数1を採用して再計算しました。 

【数値目標（第2期基本計画）】 

  
2021-30 2031-40 2041-50 2051-60 合計 

学 校 
面積 2,289㎡ 8,084㎡ 10,918㎡ 19,079㎡ 40,370㎡ 

割合 2.0％ 7.0％ 9.5％ 16.6％ 35.1％ 

その他 
面積 △1,473㎡ 1,872㎡ 5,255㎡ 1,453㎡ 7,107㎡ 

割合 △2.5％ 3.2％ 9.0％ 2.5％ 12.2％ 

合 計 
面積 816㎡ 9,956㎡ 16,173㎡ 20,532㎡ 47,477㎡ 

割合 0.5％ 5.7％ 9.3％ 11.9％ 27.4％ 

40年間の削減割合は27.4パーセントで、第1期基本計画よりも3.9ポイント減少

しています。構造体の耐用年数を採用したことで、第1期基本計画よりも40年間に

更新を迎える施設が少なくなっていますが、学校の削減面積が対象面積の減少ほど

減らなかったため、その他施設の削減面積が大きく減少したことが原因です。 

また、第2期基本計画と合わせて策定された公共施設保全計画で見込む維持補修

費247.2億円を加味すると、数値目標を達成しても188.7億円の不足が生じる見込み

                         
1 再配置計画における標準的な耐用年数(鉄筋コンクリート造であれば 60年)に対して、コンクリート

の劣化度調査等を元に算出した耐用年数。多くの施設で標準的な耐用年数よりも更新時期が延長され

ています。 
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となっています。 

将来の建替え費用に加えて維持補修費を確保するためには、削減割合が少ない

その他施設を集約化して面積を減らすほか、現在の施設を長く使うのではなく、適

切な時期に建替えることで、不足する費用の財源を生み出していく必要があります。 

また、今後も生産年齢人口が減少するため、現在のハコモノにかけている一般

財源が使い続けられる保証はありません。したがって、機能を維持するハコモノで

あっても、管理運営内容の見直しを行う必要があります。そのために必要となる視

点を方針の4番目で掲げました。 

【再配置の視点】 

 

  

視点1

備えあれば憂
いなし

将来を見据えた
施設配置を進
めます

「施設と機能の
分離」

視点2

三人寄れば
文殊の知恵

市民の力、地域
の力による再配
置を進めます

積極的な「施設
情報の発信」

視点3

三方一両得

多機能化等に
よるサービス向
上と戦略的経
営を進めます

「複合化」による
「共用面積削

減」

視点4

無い袖は振れ
ぬ

効率的・効果的
な管理運営を進

めます

「公民連携」と
適切な「マネジ

メント」

視点5

転ばぬ先の
杖

計画的な施設
整備を進めます

「スケルトン方
式」による建替

えなど
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３ 公共施設再配置計画と実施状況 

「秦野市公共施設再配置計画」は、第 1ステージとして平成 23年度(2011年度)

から令和 32 年度(2050 年度)までの 40年間を見据えた方針のもと、10 年ごとの基

本計画と前後 5年に期間を区切った実行プランの 3層構造となっていました。 

第 2 ステージでは、令和 3 年度(2021 年度)から令和 42 年度(2060 年度)までの

40 年間を見据えて方針を見直すとともに、10 年間の方向性を定める第 2 期基本計

画を令和 3年(2021年)5月に策定しました。 

 

 

 (1) 第 1期基本計画における取組状況（シンボル事業） 

   第 1期基本計画では、公共施設の再配置が進むことは、一概にサービスの低下

につながるものではないことを市民にアピールし、計画の進捗がわかりやすいも

のとなるよう、前期実行プランで 4つのシンボル事業を設定していました。後期

実行プランにおいても 3つの事業を継続し取り組んできた経過があります。 

第１ステージ
再配置に関する方針

2011-2050

第３ステージ
再配置に関する方針

2031-20**

第４ステージ
再配置に関する方針

2041-20**

第５期基本計画
2051-2060

前期実行プラン
2021-2025

後期実行プラン
2026-2030

第２ステージ
再配置に関する方針

2021-2060

前期実行プラン
2031-2035

後期実行プラン
2036-2040

第１期基本計画
2011-2020

第２期基本計画
2021-2030

第３期基本計画
2031-2040

前期実行プラン
2011-2015

後期実行プラン
2016-2020

前期実行プラン
2051-2055

後期実行プラン
2056-2060

第４期基本計画
2041-2050

前期実行プラン
2041-2045

後期実行プラン
2046-2050
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保健福祉センター内にある秦野緑郵便局 

西中学校多機能型体育館の完成イメージ 

ア シンボル事業①「義務教育施設と地域施設の複合化」 

耐用年数を迎える西中学校体育館等と、隣接し耐震性が不足する西公民館を

複合化し、民間の力を活用したこれまでにない新たな運営形態の施設を目標と

して、将来にわたる地域コミュニティの拠点を形成させるものです。 

平成 24 年度(2012 年度)には、「民間活力導入可能性調査」を実施し、この

事業においては、「PFI 方式2」では、目立った効果は得られませんが、「先

進的 PPP 手法3」を導入することができれば、30 年間で 8 億円程度の効果を見

込むことができるという結果を得ました。続く平成 25 年度(2013 年度)には、

事業に対し関心をもつ民間事業者との「公民連携課題解決型対話」により、事

業スキームを「DBO方式4」とすることが適切であると整理しました。 

 平成 26年(2014年)10月には、「秦野市立西中学校等複合施設整備運営事業

に係る基本方針」を策定し、平成 27 年(2015 年)1 月には、整備運営事業者の

募集を開始しました。しかし、建

設費の高騰等を理由に応募事業者

が提案を辞退したため、DBO 方式

による事業スキームの修正を余儀

なくされました。西中学校の武道

場と西公民館の機能に加えて、地

域防災機能を備えた多機能型体育

館として、将来的な小中一体化を

見据えた規模で、令和 2年(2020年)9月に整備が完了しました。 

イ シンボル事業②「公共的機関のネットワーク活用」 

保健福祉センターの余剰スペースを郵便局に賃貸し、施設の維持保全のため

の賃料収入を得るとともに、戸籍や住民票等の証明書の交付事務を行うことで

連絡所機能を補完する取組みを、平成 24年(2012年)10月から開始しています。 

このことにより、駐車場使用料を

含め、年間約 200万円の賃貸料収入

を得ることができるようになり、施

設の計画的な維持補修の財源として、

公共施設整備基金への積立てを行っ

ています。また、住民票等の交付業

務については、一件当たり 173円の

委託方式により実施していることか

                         
2 Private Finance Initiative：公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力

及び技術的能力を活用して行う新しい手法 
3 民間が建物を建設し、義務教育活動等に必要となる時間だけ借り上げるという本市独自の手法 
4 Design Build Operate：公共が資金調達を負担し、設計・建設、運営を民間に委託する方式 
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秦野市障害者日中サービスセンター「ひまわり」 

老人いこいの家すずはり荘 

ら、一般的な連絡所における交付業務よりも低コストで住民サービスの向上を

図ることができています。 

ウ シンボル事業③「小規模地域施設の移譲と開放」 

児童館、老人いこいの家といった小規模地域施設を、自治会等に譲渡し、自

主運営によって貸館等の業務を行えるようにするものです。地域の自主性が不

可欠であるため、意欲のある自治会等から移譲していくこととしています。 

老人いこいの家については、施設の修繕箇所や自治会の法人化手続きなど、

自治会の要望を聞きながら施設所管課における丁寧な説明を重ねた結果、平成

28 年(2016 年)4 月には、老人いこいの家すずはり荘の地元自治会への譲渡が

完了しました。また、沼代児童館については、地元の沼代自治会連合会が早い

時期から移譲を受けることを希望しており、平成 29 年(2017 年)9 月に移譲が

実現しました。 

さらには、自治会員以外の市民活動を

行う団体にも広く開放され、使用するこ

とができる貸室的機能を果たす自治会館

を「開放型自治会館」と定義し、平成

28 年度(2016 年度)から建設等に対する

補助金を上乗せして、公共施設の機能を

補完する役割を持つ開放型自治会館の建

設を誘導しています。 

 

エ シンボル事業④「公民連携によるサービス充実」 

本町保育園とすえひろ幼稚園を統合して、すえひろこども園を設置したこと

により、未利用地となっていた保育園跡地を活用して、公設公営(事業委託)で

実施していた障害者地域活動支援センターひまわりの事業を平成 24 年(2012

年)4 月に社会福祉法人に移譲しました。このことにより、公設のハコモノが

230 ㎡減少するとともに、敷地と建物の大

きさがともに 2倍に拡大し、利用者へのサ

ービス充実を図ることが可能となりました。 

また、教育委員会では、「公立幼稚園運

営・配置実施計画」を定めました。この計

画に基づき、平成 31 年(2019 年)4 月には、

市立みなみがおか幼稚園が「公私連携幼保

連携型認定こども園」として民営化してい

ます。 
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 (2) シンボル事業以外の事業の取組状況 

  ア スマートライブラリー実証実験 

    「公共施設の再配置に関する方針」に掲げる「効率的な施設サービスの提供」

を検討するため、平成 27 年(2015 年)2 月から、図書無人貸出サービス（スマ

ートライブラリー）実証実験を開始しました。 

   図書館サービスは、次章の「公共施設に関するアンケート調査」において、

「将来にわたり、優先的に維持すべきと考える施設」では第 1位となっており、

市民の図書館サービスに対する期待の高さがうかがえます。本市の図書館は 1

館ですが、公民館 11 館すべてに図書室を有しており、図書館及び公民館図書

室の蔵書は、どの施設においても貸出・返却ができます。しかし、公共施設の

再配置を進める中で、限られた予算で図書館サービスを将来にわたって維持し

ていくためには、機能分化を進めて単純な貸し出しは機械化するなど、土地柄

や立地環境に合わせた形態を考えることも必要になってきます。そこで、公益

財団法人図書館振興財団の「平成 26 年度振興助成事業」を活用し、利用者が

自ら貸出・返却の手続をすることで、公共施設サービスのあり方について広く

考えていただく機会となることを期待して、本町公民館図書室に入退室ゲート

と自動貸出・返却機を設置しました。 

   実証実験は平成 29 年(2017 年)3 月に終了していますが、使用した機器は本

市の所有となりました。実証実験の結果から、無人によるサービスが高校生に

好まれた傾向が認められたため、平成 29年(2017年)12月から、はだのこども

館学習室に移設し、受験用の参考書・問題集などの貸出し・返却が無人で行え

るようになっています。移設等の費用約 478万円は、ふるさと納税の制度を活

用したクラウド・ファンディングにより、家庭環境に左右されない学習環境を

提供するという趣旨に賛同する全国の方々からの寄付を募り、参考書・問題集

は市内企業からの寄付金を活用することで、市の一般財源を投入せずに整備す

ることができました。 

イ 夜間の定期利用の試行的実施 

  平成 28 年(2016 年)4 月から、保健福祉センターと曲松児童センターにおい

て、「低利用時間帯の有効活用」事業を試行しました。夜間の時間帯を市民向

けの教室や講座を行う個人や団体に定期的に利用していただき、減価償却費を

加えた部屋の管理運営費（フルコスト）相当額を施設使用料とすることで、市

民福祉の向上とともに施設の管理運営に充てる財源を得ています。平成 29 年

(2017 年)10 月の使用料見直しに合わせて、保健福祉センター、曲松児童セン

ター、広畑ふれあいプラザの 3施設において、営利目的での利用を可能とする

「定期的企業使用」として制度化しています。 

 (3) 職員の意識改革 

公共施設更新問題への取組を進める自治体にとって、共通の悩みがあります。
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再配置計画にかかる
庁内研修等の体系

階層別研修

第1部研修

新採用職員
（H25～）

第3部研修

入庁4年目
（H23～27)

第8部研修

新任監督者
（H28～）

次世代育成
アカデミー

幹部候補
（H27～）

一からわかる再配置
の発行（H26～H30）

それは、職員の意識改革です。職員の能力が足りないということではありません。

公共施設更新問題へ対応するためには、今までの行政論に基づくハコモノのあり

方を抜本的に見直していかなければならないからです。 

そこで、本市では、

再配置計画がスター

トした平成 23年度

(2011年度)から、右

図に示すとおり、庁

内研修のプログラム

に取り入れ、順次対

象となる職員を広げ

ながら、なぜ再配置

を進める必要がある

のかなどの講義を行

っています。また、

平成 26年度 (2014年

度)から平成30年度

(2018年度)までは、庁内LANの掲示板に「一からわかる再配置」という文書を掲

示し、全職員への啓発を行っていました。 

こうした地道な取組みを繰り返してきた今、各施設の所管部署が自主的にライ

フサイクルコストに着目して、一般財源負担を極力減らしていくという視点から

のハコモノの整備や検討が行われています。 

具体例として、次の3つの例を掲げますが、「新しいハコモノは作らない」と

いう基本方針があったとしても、今後も、社会経済情勢や制度の変更等に伴い、

作らなければならなくなることがあると思います。しかし、こうした場合であっ

ても、次世代にできるだけ負担を残さないように整備するという共通認識は、今

後も組織の中に定着していくものと考えています。さらに、今後は、インフラの

整備にあたっても、こうした発想を広げていく必要があります。 

 

  

定住化促進住宅

「ミライエ秦野」

•社宅を買い取り、子育て
支援のための公営住宅に
リノベーション

•入居率８割でライフサイク
ルコストを回収できる家賃
設定

温浴施設

「名水はだの富士見の湯」

• ごみ焼却施設を建設した
地域への利便施設

•公設民営によりライフサイ
クルコストの回収を目指
す。

障害者交流等施設

「地域生活支援センター」

•三障害を持つ方の交流と
就労支援施設

•公設民営（福祉団体の要
望）から土地の無償貸付
による民設民営へ転換
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第３節 取組みにおける課題 

 

１ 施設の長寿命化・予防保全 

秦野市立図書館においては、市内公共施設に先駆けて、平成 20年度(2008年度)

に建物調査を実施し、給排水や空調といった今後の設備機器の更新について、長

寿命化修繕計画として取りまとめています。 

しかし、特にハコモノの場合は、施設の長寿命化にばかり頼ることは、建替(更

新時期)を先送りし、財源を後の世代に負担させることにほかならず、「公共施設

の更新問題」の本質的な解決には至りません。「長寿命化」と同時に、将来の施

設の更新に備えた財源の確保はもとより、施設の統廃合や複合化といった、公共

施設のあり方自体を見直していく必要があります。 

秦野市の方針と計画が長寿命化を前面に掲げていない理由は、以下に述べます。 

右の表は、秦野市の予算要求基準です。 

一般財源を必要とする事業については、財政状況の悪化を受けて、平成 29 年度

(2017 年度)を除いて、毎年のように 5 から

10 パーセントのマイナスシーリング(前年度

より低い額を要求限度とすること)が続いて

いました。その結果、平成 20 年度(2008 年

度)との比較では、令和 4年度(2022年度)に

おける予算要求は、原則としておよそ 43 パ

ーセントしか認められないことになります。 

もちろん、緊急度や優先度の高いものに

は、別枠で予算が振り分けられますが、こ

のような財政状態の中では、日常の維持補

修ですら後送りになりがちです。ましてや

多額の費用を要する長寿命化工事や、予防

保全のための工事に予算を計画的に振り向

け、それを確実に実行することは、非現実

的であると考えました。このことは、秦野

市に先駆けて「長寿命化計画」や「長期修

繕計画」を策定していた自治体が、財政上

の理由により計画がストップしたことから、

秦野市に視察に訪れて、総量削減の手法を

研究していくことが証明してくれています。 

しかしながら、秦野市は、長寿命化や予防保全には全く目を向けないというこ

とではありません。大切なハコモノを耐用年数までしっかりと使い続け、あるい

は、これ以上の床面積削減に陥らないための方策にも、しっかりと目を向ける必

要があると考えています。そのためにも、まずハコモノの抑制・削減を進め、厳

年度 
マイナス 

シーリング 

H20を 100 

とした場合 

H20(2008) － 100.0 

H21(2009) △ 5％ 95.0 

H22(2010) △10％ 85.5 

H23(2011) △ 5％ 81.2 

H24(2012) △ 5％ 77.2 

H25(2013) △ 5％ 73.3 

H26(2014) △ 2％ 71.8 

H27(2015) △ 5％ 68.2 

H28(2016) △ 7％ 63.4 

H29(2017) 設定なし 63.4 

H30(2018) △10％ 57.1 

R01(2019) △ 5％ 54.3 

R02(2020) △ 7％ 50.5 

R03(2021) △10％ 45.4 

R04(2022) △ 5％ 43.2 
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しい財政状況の中でもしっかりと財源を確保していく必要があります。 

 

２ 一元的な管理運営と施設保全 

  公共施設再配置計画の着実な推進を図るため、秦野市では、平成 23 年度(2011

年度)に公共施設の一元的マネジメントを行う組織体制を整備し、また、平成 28年

度(2016年度)からは公共施設等総合管理計画も所管する組織へと変更しました。 

  施設の一元的マネジメントの方法については、対象とすべき施設の規模や種類な

どによって、さまざまですが、将来の施設の老朽化や耐用年数の到来に伴い、増加

し続ける施設の維持補修費をいかに効率的に管理・運用していくかが課題となって

います。このため、平成 30 年度(2018 年度)には、公共施設の予防保全型の計画的

維持管理を実現するため、公共施設マネジメント課内に「公共施設保全計画担当」

を設置し、中長期的な維持管理費用の把握、建物の劣化度の調査と調査結果に基づ

く維持管理経費の算出などを行い、安全・安心な施設の運営と、将来的な維持管理

費用の平準化のために、公共施設保全計画の策定作業を進めました。 

  しかし、令和元年度(2019 年度)に技術職員を集約して業務効率を上げる組織変

更が実施され、「公共施設保全担当」は新設された「公共建築課」に、公共施設等

総合管理計画及び公共施設再配置計画を所管する「公共施設マネジメント担当」は

「行政経営課」にそれぞれ移管されて現在に至っています。 

  行政経営課では、「公共施設白書」の作成に用いた「公共施設概要調査」などに

よって、各施設の管理運営費を把握していますが、将来は、公有財産管理台帳や固

定資産台帳と連携した「施設管理システム」を導入するなどして、最小の費用で最

大の効果が得られるよう、一元管理を行っていく必要があります。 

  また、公共施設再配置計画の推進による効果額のうち、一部の歳入は、既存の

「公共施設整備基金」へ積立てていますが、原資が一定額に達した後は、「(仮称)

公共施設再配置基金」を設置し、財源の過不足を調整することによって、施設の更

新及び改修を計画的に実施するものとしています。 

 

３ 受益と負担について 

今後も住民の高齢化と人口減少は進み、超高齢化社会へと向かう日本では、大き

な経済成長や税収増を見込むことは難しくなる一方で、高齢者や乳幼児に対する負

担が増え続け、税の使われ方に関しては、大きな変革が求められることとなります。

特に受益と負担のバランスについては、真に公平な制度への転換が迫られることに

なると考えられます。 

限られた財源の中で、義務教育などの必要性の高い公共施設サービスを維持して

いくためには、管理運営内容を見直し、歳出の削減を図ることはもちろんのことで

すが、利用者負担制度についても、公共施設を使う市民と使わない市民との間で公

平性を確保するために、より一層の適正化が求められます。 

そこで、将来にわたり健全財政を維持し、必要性の高い公共施設サービスを将来
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の市民にも良好な状態で引き継いでいくため、平成 26年(2014年)11月に「秦野市

公共施設の利用者負担に関する方針」を策定し、全庁的な見直しに取り組むことと

しました。 

この方針では、次の三つの視点から、使用料の内容について見直すこととしてい

ますが、内容の詳細については、方針をご覧ください。 

 
この方針に基づき、全庁的に統一歩調で見直しを進め、平成 29年(2017年)10月

から新料金体系に移行しました。使用料見直しについての詳細は、第 3章第 2節 4

公共施設使用料の適正化、に記載していますのでご覧ください。 

利用者負担率の向上を考えた場合、まず使用料の値上げに目が向きがちですが、

当然のことながら、支出を減らすことも利用者負担率の引上げにつながることとな

ります。この点に関しては、秦野市は、かねてより行政改革の取組みを進め、歳出

削減に努めてきたところでもありますが、その取組は、サービス水準を維持するこ

とを前提とした歳出カットのための取組が主なものでした。 

しかしながら、今後は「乾いた雑巾をさらに絞る」がごとくの取組が求められ

ることから、歳出削減によって効果を生み出す余地は小さいものと考えられます。 

したがって、今後は、負担の適正化を視野に入れながらも、拡大を続けてきた

サービス水準の引下げを行い、歳出を削減することにも目を向ける必要があると考

えられます。（次図参照） 

 
なお、稼働率を向上させ、使用料収入を増やすことも利用者負担率の向上につ

ながる場合があります。施設の本来の設置目的から言えば、このことを真っ先に検

討すべきではありますが、例えば、駐車場のように利用者が増えても維持管理費は

あまり増えない場合と、現在の使用料水準が光熱水費にも満たない場合とでは、利

用者増の影響は異なります。 

適正化における三つの視点

税負担の

公平性確保

世代間負担の

公平性確保

公共施設更新

(老朽化)問題への

対応

管理運営費の削減策

サービス水準

維持

職員の非正規化

包括管理委託

指定管理など

サービス水準

引下げ

夜間開放輪番化

開館時間短縮

機能の廃止・統合など
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前者のような施設は、積極的に利用者増加策を講じるべきであり、後者のよう

な施設については、まず利用者負担割合を見直したうえで、さらに利用者増加策を

講じるべきであると考えます。 

また、サービスをカットすることにより、公共施設が担ってきた機能が失われ

るような場合もあります。社会経済情勢や財政状況だけを理由に、今まで維持され

てきたサービスが維持できないとすることは、そこには何らの創意も工夫もありま

せん。少なくとも「公」の限界であるならば、「民」の知恵と力によるサービスの

維持を検討すべきと考えますが、このことについては、次項で述べることにします。 

 

４ 公民連携について 

人口増加と経済成長を背景に、税収は増加を続け、行政サービスも拡大を続け

てきました。バブル崩壊後、財政状況は悪化しますが、拡大したサービスを維持す

るために改革が行われました。いわゆる「行革」と呼ばれるこの改革は、業務委託

や職員削減、入札制度の見直しなどによる「コストカット」と、利用者負担制度の

導入や見直しによる「収入増」を主な柱としてきました。この点において、「従来

型行革」として整理します。 

しかし、失われた 20 年を経てもなお景気は回復せず、職員と予算は減り続けて

きました。さらには、「官製ワーキングプア」を生み出した反省から生まれた公契

約の概念が自治体に浸透する中では、現状のサービス水準を維持したままで、これ

以上の「コストカット」を行おうとして

も、その効果は十分に得られません。 

また、市が徴収する使用料の中でも、

例えば上下水道の使用料は、人口と使用

水量の減少が見込まれるなか、老朽化や

更新に対応し、市民の安全で安心な暮ら

しを守っていくためには、計画的に見直

しをせざるを得ず、ハコモノ使用料の見

直しより優先されるものであると考えら

れます。さらには、税や社会保障の負担

も年々増え続ける中で、ハコモノの使用

に対する負担を増やし、「収入増」を図

ることは、必要以上に市民の負担感を増

すことにもつながりかねないことから、

おのずと限界があります。つまり、「従

来型行革」の限界が見えてきたのです。 

こうしたことから、近年多くの自治体

で行われてきた「行革」は、｢集中と選

択｣、｢事業仕分け｣、｢外部評価｣などを
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ファミリーマート秦野市役所前店 

拠り所とし、｢従来型行革｣では前面に出ていなかったサービスカットの性格が強い

｢近年型行革｣になったと考えられます。 

その一例として、平成 24 年度(2012 年度)末をもって閉館した「なでしこ会館」

も、公共施設再配置計画の中で閉館することを掲げていましたが、もとは、外部評

価により閉館を求められていたものです。 

今までは、市民の誰もが身近な場所で、できるだけ希望する時間どおりに公共

施設が利用できること、このことが市民サービスとして求められてきました。しか

し、その結果、定期的に利用する市民にとっては重宝な存在であっても、利用者以

外の人から見れば、非効率と言わざるを得ないような施設も生まれ、それでも維持

されてきました。 

このことは、行政論を重視するあ

まりに、「税の果たす役割」である

とされていました。しかし、高齢化

と人口減少が進行し、税の使われ方

の見直しが必要となった今、行政論

だけでは、サービスを維持すること

が難しくなります。また、こうした

施設を今後も同じように維持するこ

とは、道路や橋までを含めた公共施

設を維持していくことに悪影響を及

ぼすことになります。 

したがって、真に必要な公共施設サービスを将来にわたり維持するためには、

公設公営にこだわることなくサービスを維持することが重要な要素の一つとなりま

す。この場合に有効となるのが、「公民連携(Public Private Partnership)5」の

概念です。 

「公民連携(略称：PPP)」を特に難しく考える必要はありません。従来からも、

特に福祉の分野では、保育所や老人

ホームなど、早くから「公」に代わ

って社会福祉法人がその機能を担っ

てきました。また、秦野市役所の敷

地には、コンビニエンスストアが独

立して建っています。この店では、

住民票の受け渡しや図書館の図書返

却受付などの公的サービスが、24

時間年中無休で提供されています。

また、土地を貸していることにより

                         
5 「公(Public)」と「民(Private)」が役割を分担しながら、社会資本の整備や公共サービスの充

実・向上を図ることを実現する概念・手法の総称 

公民連携(PPP)

収入増

コスト
カット

サービ
ス維持
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得られる賃料は、庁舎の計画的な維持補修のための財源となっていますが、これも

「公民連携による公共施設のマネジメント」といえるのではないでしょうか。 

非効率であろうと、不採算であろうと、税金が全てを支えてしまっていては、

「民」が力を発揮する必要はありません。税金で全てを支えることがかなわなくな

った時、そこにはマーケットが生まれ、「民」の知恵と力が最大限に活かされる場

となります。その結果、もう一段のコストカットと収入増加につなげることができ

るとすれば、今後、公民連携を進められる分野は大きく広がっていきます。このこ

とは、高齢化と人口減少を続ける中での市民サービスの維持・向上に大きな役割を

果たしていくものと考えられます。また、その実現のためには、まず市役所自体が、

既成概念にとらわれず柔軟な発想を行える組織へと生まれ変わらなければなりませ

ん。 

なお、平成27年(2015年)12月、内閣府及び総務省から全自治体に対し「多様な

PPP/PFI6手法導入を優先的に検討するための内部規程を定めること」が要請されま

した。その内容は、費用が10億円以上となる公共施設整備、費用が年額1億円以上

となる公共施設の管理運営について、PPP/PFI手法を優先的に検討することを規程

（その自治体のルール）として定めることを求めるものです。人口20万人以上の自

治体では、平成28年度(2016年度)末までに、人口10万人以上20万人未満の自治体で

は、令和5年度(2023年度)末までに、定めることが求められています。 

本市においても、職員の能力向上と市内経済に好循環をもたらすために、

PPP/PFI手法の優先検討の規程を設け、今まで以上により積極的にPPP/PFI手法の導

入を進めていきます。 

 

５ 広域連携の取組 

「ハコモノフルセット主義」という言葉があります。それぞれの自治体が、そ

れぞれの区域の中に、一通りのハコモノを設置してきたことを意味します。このこ

とは、住民サービス向上の観点から多くの自治体では当然のこととされ、特に人口

規模が大きくなればなるほど、美術館、博物館、スポーツ施設など、より多くの種

類のハコモノを整備することが当然視されていました。 

しかし、「公共施設の更新問題」が社会問題化し、その対応に迫られている現

在、この「ハコモノフルセット主義」からの脱却と同時に、サービス低下の抑制が

求められています。そのためには、各自治体における自助努力はもちろんのことで

すが、有効策の一つとなりえる取組として「広域連携」が挙げられます。 

近接する地域の自治体同士が協力し合えば、特にスポーツ施設のように、競技

                         
6 ｢PFI｣とは、公共施設建設・維持管理などの公共サービスに、民間の資金・経営能力・技術力

を活用する手法です。国や地方公共団体が直接実施するよりも民の力を活用する方が効率的かつ

効果的な事業について実施します。我が国では平成 11 年(1999 年)に「民間資金等の活用による

公共施設等の整備等の促進に関する法律(PFI 法)が制定されましたが、公民連携の中核的事業手

法となっています。 
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の種類に応じて個別の施設を用意しなければならない場合など、維持や更新に係る

負担を減らしながら、機能を維持していくことが可能となります。 

例えば、本市では、隣接する自治体と協定を結び、市内在住者とそうでない者

との間に差があったスポーツ施設の使用料を、お互いに市内在住者と同じにすると

いう取組を行っています。また、平成28年度(2016年度)からは、図のエリアにおい

て広域連携による観光振興及び都市間交流を図るため、平成19年(2007年)5月に設

置された「秦野市、中井町、二宮町及び大磯町広域行政推進協議会」に「公共施設

マネジメント専門部会」を設置し、

広域連携による相互利用促進や、包

括的委託などの研究をスタートさせ

ました。 

さらに、全国に目を向ければ、岡

山県下における「高梁川流域自治体

連携推進協議会（岡山県倉敷市、新

見市、高梁市、総社市、井原市、浅

口市、笠岡市、早島町、矢掛町、里

庄町）」や、静岡県下における「志

太２市広域公共施設マネジメント協議会（静岡県焼津市、藤枝市）」などの先進的

な取組があります。 

行政界という枠を超えて、様々なスケールメリットを活かせるこうした広域連

携の取組は、「公共施設の更新問題」へ対応するための大きな可能性を秘めていま

す。今後も積極的に研究を進めていく必要があります。 

 

６ 一人称から二人称、三人称へ 

現在、計画を実行し、施設の廃止などを進めるなかで、少なからず利用者を中

心に反対の声が届きます。そうした声に対しては、改めて公共施設再配置の必要性

や、あるいは廃止後の施設の機能を補うための方法を説明すれば、理解を示してく

ださる方が大勢です。 

しかし、それでも反対する方たちもいます。こうした方たちの主な主張は、

「私は」、「私たちは」困るというように一人称です。公共施設再配置を進める本

旨は、「あなたの子や孫に」大きな負担を背負わせないという三人称なのです。今

後も、あらゆる機会をとらえて、少なくとも「私の子や孫」のためにという二人称

になっていただけるよう説明に努め、理解を深めていただく必要があります。 
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